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 ⑥決 算 期   2 月 

 ⑦従 業 員 数   611 名（平成 25 年 6 月現在 パートタイマーは除く） 

 ⑧店 舗 数   10 店（平成 25 年 11 月末現在 アウトレット 5店を含む） 

  ⑨資 本 金   4,990 百万円 

⑩発行済株式数   255,601 株 

⑪売 上 高   195 億 22 百万円（平成 25 年 2 月期） 

⑫株 主 構 成   住友商事株式会社        127,801 株 

ＴＭＣ      127,800 株 

  ⑬当社と当該会社との関係 

資本関係         該当事項はありません。 

人的関係         該当事項はありません。 

取引関係         該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況  該当事項はありません。 

 

３．本件株式取得の概要 

 

 (1) 取得株式数 

127,800 株（ＴＭＣが保有する全株式） 

(2) 株式取得の日程 

平成 25 年 12 月 3 日 「株式譲渡契約書」を東京海上キャピタル株式会社と締結 

平成 26 年 1 月中   払込日（予定） 

但し、規制当局による認可の状況等によっては、払込時期が変更される可能性があります。 

 

４．今後の見通し 

 

当社の平成 26 年 2 月期の連結業績に与える影響は軽微ですが、中長期的に当社業績の向上に

資するものであります。 

 

以 上 


